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第 1 章 序論 

 

1-1 本研究の背景 

1-1-1 太陽光発電技術の背景 

 近年、世界の経済成長、人口の増加は顕著であり、それに伴いエネルギー需

要も増加を続けている。特に、発展途上国において、エネルギー需要の増加が

激しい。世界のエネルギー需要が増加の一途をたどる一方、世界の１次エネル

ギーが枯渇することが懸念されている[1-3]。さらに、化石燃料(石油・石炭・天

然ガス)の使用により排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの発生量が増加

しており、地球温暖化をはじめとする環境に対する影響、海面上昇や異常気象

などが懸念されている[4-6]。そのため、化石燃料に依存しないクリーンエネル

ギーへの期待が高まっており、無尽蔵である太陽光エネルギーを直接電気エネ

ルギーに変換する太陽電池はクリーンなエネルギーとして注目されている。ま

た、様々な国において、太陽光発電システムの補助金制度や余剰電力の買取価

格の改定などにより、今後太陽電池の生産量が急速に増加することが予想され

る[7, 8]。その期待の表れとしてドイツの気候変動諮問会議がまとめた「2100 年

の世界エネルギービジョン」によると、2100 年には世界のエネルギーの約 7 割

が太陽光発電で供給されるであろうと予想されている[9]。 
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太陽光発電システムの長所として、以下の 4 点が挙げられる。 

 

●クリーンなエネルギーの発生 

光から電気エネルギーへの変換は、半導体特有の量子効果（quantum effect）

を用いているため、従来の発電機のように水車やタービンなどの回転機を必要

としない。したがって、雑音や放射能漏れ、爆発の危険がなく、有害ガスの発

生もない、文字通りクリーンエネルギー変換法である。 

 

●維持が簡便で自動化、無人化が容易 

 従来の発電機のように回転機や高温高圧の部分がないということは、機械的

に摩耗することもなく、潤滑油も不要である。つまり、人工衛星や無人灯台な

どの電源としてすでに実証されているように、運転、維持が簡便で、システム

の無人化や自動化が容易である。 

 

●モジュール構造のため量産性に優れ、スケールメリットが大きい 

 太陽電池は、コンパクトなモジュール構造として製造されるため、量産性に

優れ、需要の拡大につれて連続自動化製造工程などによる低コスト化が図れる。 

 

●太陽光発電は放棄エネルギーの有効利用 

 火力発電では、総合効率が 38%といわれており、62%(100-38)の重油を無駄に

燃やしていることになる。それに対し、太陽電池の変換効率が 15%という場合、

その原料は太陽光であり、地球に降り注ぐ太陽光を 15%の電気エネルギーに変

えて有効利用していることになるため、原材料費において、他の発電方法と大

きな違いがある。  
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1-1-2 太陽電池の種類 

確実にかつ深刻に進行している地球温暖化において、太陽光発電システムは

この問題に対しての有効な方法として世界的に注目を浴びており、様々な種類

の太陽電池が研究されている[6]。 

現在、実用されている太陽電池の主流は、単結晶シリコンおよび多結晶シリ

コンを用いたバルク結晶シリコン太陽電池である。第 2 番手の太陽電池として、

低コスト化が期待されるアモルファスシリコン（a-Si）太陽電池、微結晶シリコ

ン薄膜太陽電池および CIGS（CuInGaSe2）や CdTe などの化合物多結晶太陽電池

も実用化されている。さらに、第 3 番手の太陽電池として集光型太陽電池が注

目されている[10]。 

IEA（国際エネルギー機関）による太陽光発電市場予測では、将来的に集光型

太陽光発電システム（Concentrator Photovoltaic system : CPV system, 以下 CPV シ

ステムとする）を含む大規模太陽光発電システムが太陽光発電市場の半分を占

めると予想されている。Ⅲ-Ⅴ族化合物多接合型太陽電池を用いた CPV モジュ

ールは 40%以上の高効率化と 40 円/W 以下の低コスト化が期待でき、大規模太

陽光発電システムとして有望である。 
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1-1-3 集光型太陽光発電の特徴 

 CPV に使用される太陽電池セルは元素周期律表Ⅲ族およびⅤ族の元素からな

る化合物、砒化ガリウム（GaAs）や燐化インジウム（InP）などのⅢ-Ⅴ族化合

物太陽電池であり、宇宙用太陽電池として実用化されている。高効率であるこ

とと、放射線耐性にすぐれていることから、宇宙用太陽電池として大部分にⅢ-

Ⅴ族セルが用いられている。現在では、ゲルマニウム（Ge）基板上の GaAs セ

ルが宇宙用として実用化されている[11]。実例として、火星探査ロボット「パス

ファインダー」は 2 × 4 cm2の Ge 基板上の GaAs 太陽電池が搭載されており、18

直列の太陽電池が 13 並列に接続されている。面積は 0.22 m2、重量は 0.34 kg、

出力は 16.5 W(地球上の AM1.0 では 40 W 相当)である[12]。 

Si や化合物太陽電池などの単接合セルでは、変換効率 26-28%が限度である。

さらに高効率化をはかるためには、太陽光スペクトルを有効に活用する必要が

ある。複数の材料からなる太陽電池層を積層した多接合型太陽電池は、太陽光

スペクトルの有効活用による高効率化が期待できる。本研究で使用している

CPV システム内の太陽電池セルは InGaP/InGaAs/Ge の 3 接合セルであり、波長

領域 300-1800 nm の光を吸収でき、非集光で 37.9%、集光時には 44.4%の高効率

を実現している[13]。 

 集光技術においては、レンズや反射鏡を用いた太陽光の集光によって、太陽

電池の光変換効率向上に加え、太陽電池材料の使用量の飛躍的削減が可能で、

省資源化や低コスト化などが期待できる。Ⅲ-Ⅴ族化合物多接合集光セルを用い

たモジュールは、太陽電池セル、レンズや反射鏡の光学系、追尾系で構成され

る。集光倍率によるが、太陽電池の集光動作により、非集光時に比べて、絶対

値で 7-10%の変換効率の向上がはかられ、CPV の魅力の一つである。集光動作

下での太陽電池の温度上昇による特性低下、高集光動作下での太陽電池の信頼
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性などの課題があったが、試作された CPV は、現用の非集光平板型太陽電池

（Flat-Panel Photovoltaic : FP-PV）モジュールに比べ、面積あたり 2 倍の出力が出

ており、大規模太陽光発電所など新たな応用分野の創成が期待されている[14]。  
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1-1-4 集光型太陽光発電システムの特性 

 CPV システムは、安価なレンズや鏡等で太陽光を集光し、小面積の太陽電池

で発電するため、高価な太陽電池の使用量を大幅に削減でき、さらに光電流/暗

電流比の増加により太陽電池の開放電圧が向上し、変換効率が向上するといっ

た利点を有する。集光システムは、太陽光を追尾する装置が必要であり、直達

光(平行光線)だけがレンズやミラーにより集光することが可能であるといった

短所があるものの、変換効率の上昇や太陽光追尾による発電量の増加により、

発電コストの低減が可能となる。CPV に主に用いられている InGaP/InGaAs/Ge

の 3 接合太陽電池は、高効率と高信頼性により、人工衛星の電源等の宇宙用太

陽電池として使用されているが、高価であることから、地上用発電システムに

用いられることはなかった。高倍率集光システムの構想により、システムに占

める太陽電池コストの大幅な削減が可能になったことや、システムのトータル

コストを下げるためには、太陽電池の変換効率を向上させ、発電量を増加させ

ることが不可欠であることから、InGaP/InGaAs/Ge の 3 接合太陽電池を用いた

CPV システムが使用されている。以下に、①CPV の基本特性、②3 接合型太陽

電池 InGaP/InGaAs/Ge、③集光光学系、④コストについて述べる。 

 

①基本特性 

CPV の短絡電流密度、開放電圧および変換効率は、一般に、集光比に対し次

のような式の関係にある。 

Jsc2 = CR × Jsc1                      (1.1) 

Voc1 =  
nkT

q
 ×  ln(

Jsc1

J0
 + 1)                (1.2) 

Voc2 =   
nkT

q
 ×  ln(

Jsc2

J0
 + 1)                (1.3) 
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η1 =  Jsc1  ×  Voc1  ×
FF1

Pin
                   (1.4) 

η2 =  Jsc2  ×  Voc2  ×
FF2

Pin ×CR
                (1.5) 

 

（CR : 集光比、n, J0 : ダイオード因子,逆方向飽和電流値、k : ボルツマン定数、

T : 温度、 q : 電荷、Jsc1, Jsc2 : 非集光時・集光時の短絡電流密度、Voc1, Voc2 : 非

集光時・集光時の開放電圧、FF1, FF2 : 非集光時・集光時の曲線因子、η1, η2 : 非

集光時・集光時の変換効率、Pin : 非集光時の太陽光強度（1 kW/m2）） 

 短絡電流密度 Jscは集光比 CR に比例して増加し、開放電圧 Vocは、集光比 CR

の対数に比例して増加する。また、曲線因子 FF は直列抵抗 Rs やスペクトル変

化による影響がなければ、Voc の増加に伴って増加するため、集光時において

Vocの増加および FF の増加によって、変換効率 η2は増加する [11,15]。 

  

②3 接合型太陽電池 InGaP/InGaAs/Ge 

図 1.1 に太陽光スペクトル(AM1.5G, 1 kW/m2)、InGaP/InGaAs/Ge の 3 接合太陽

電池セルの光吸収領域を示し、図 1.2 に 3 接合太陽電池セルの断面構造を示す。 

InGaP トップセルは 660 nm 以下、InGaAs ミドルセルは 660 ~ 890 nm、Ge ボトム

セルは 890 ~ 2000 nm の波長領域の光を電気エネルギーに変換する。3 つの太陽

電池はトンネル接合を介して直列に接続されており、開放電圧は 3 つのセルの

起電圧の和、短絡電流は（各セルの接合にリークがなければ）起電流の最小値

に制限される[14]。  

 また、太陽光スペクトルを 3 分割する 3 接合太陽電池は、Si セルに比べて短

絡電流密度が小さいために、直列抵抗 Rsでのエネルギー損失（I2R）が小さくな

り、より高い集光比まで変換効率を増加させることができる。 
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③集光光学系 

CPV システムは、集光技術を用いることで太陽電池の使用量を 10%から 0.1%

まで減少させることができるといわれており、コストダウンを図る大きな要因

として集光倍率の高倍率化が挙げられる[14]。 

太陽電池に光を集めるための集光光学系は、主に反射鏡方式とレンズ方式に

分けられる。反射鏡方式は、高倍率での集光が可能、集光における色収差がな

いといった利点があるものの、高湿環境下での反射率の維持や塵埃の堆積によ

る集光特性の低下などが不安要素として懸念されている。一方、レンズ方式は

反射鏡方式に比べ集光倍率が低く、色収差が発生するというような懸念事項は

あるものの、低コストでの製作が可能であること、一般に耐候性に優れること

から、CPV システムではレンズ方式が採用されている場合が多い。また、レン

ズには平面型と非平面型があり、使用用途やシステムのコンセプトなどによっ

て使い分けがなされている[14]。 

 

④コスト[16] 

Araki らは、CPV システムの定格発電電力当たりのシステムコストを 5 $/W と

見積もっている。現在一般的に普及している固定式平板型の太陽電池パネルは

3.25 $/W であり、現在の CPV システム並の生産量であった 1976 年では 62 $/W

と現在のコストの約 20 倍であった。CPV システムに関しては産業化がはじまっ

たばかりであり、CPV システムにおいても量産化によって大幅なコストダウン

が期待されている。 
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図 1.1  InGaP/InGaAs/Ge の 3 接合太陽電池セルの光吸収領域 

 

 

図 1.2 3 接合太陽電池セルの断面構造 
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Tunnel junction 
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1-1-5 レンズ方式の集光光学系（フレネルレンズ） 

本研究では、図 1.3 に示すように、宮崎大学に設置された CPV システムを使

用した。図 1.4 に示すレンズ方式の集光光学系での代表格であるフレネルレンズ

について主に述べる。 

集光光学系へ要求される特性として、(1)セルへの集光分布の均一化、(2)優れ

た信頼性、(3)レンズの低コストが主にあげられる。 

 

(1) 集光分布の均一化 

本研究で使用している CPV システムでは、非常に高い変換効率を有する 3 接

合型太陽電池を使用しており、3 接合型太陽電池は広い範囲の波長領域の光を発

電に利用するため、色収差の影響が発電性能を大きく左右する。そのため、集

光光学系には、太陽電池全面に均一な集光分布が得られるような配慮が求めら

れる[17, 18]。この要求に対し、非結像という光学設計方式、フレネルレンズ(一

次光学系)の焦点を一点で結ばないことで、対象の面積に対して均一なエネルギ

ー分布を得られるように設計されている[19]。また、セルの真上に 2 次光学系(ホ

モジナイザー)を用いることで、より集光分布を均一に近付けている。この光学

設計を用いれば、追尾精度を粗くすることが許容され、追尾系を含めシステム

全体の低コスト化にも寄与できる。 

 

(2) 優れた信頼性 

 発電コストの低減のために、システムの長寿命化は非常に重要である。CPV

システムも FP-PV システム並みの寿命（期待寿命で 20 年）が求められる。太陽

光発電は、屋外で使用する上、CPV システムでは常時太陽に向かって追尾を行

っているため、レンズの紫外線による劣化、塵埃によるレンズの傷などの影響
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を考慮する必要がある。また、フレネルレンズの場合、ガラスを使用すると重

量増になることと、レンズプリズムの加工の容易さを考え、PMMA (Poly Methyl 

Meth Acrylate)樹脂が使用されることが多い。PMMA 樹脂は、主に窓やショーケ

ースなどに広く使用されており、耐候性がよいとされているが、耐衝撃性が劣

るという材料である。他にも、ポリカーボネートなどの透明樹脂も考えられて

おり、透過率や耐候性が改善されてきていることから、システム設置環境に応

じて材料を選定することも可能になってきている。 

 

(3) 低コスト 

 集光光学系は、FP-PV には使用されない部材を用いることから、低コストが

求められる。CPV の場合、集光光学系は発電性能を左右する重要な機能部品で

あることから、集光性能とコストの両立が難しいが、環境に適したレンズ選択

やレンズ製造方法を考慮することで低コストにつながることが考えられる。 

 

 以上のように、超高効率太陽電池と組み合わせる CPV システムは、量産性は

もとより、製造エネルギーとコスト、資源量、現用の FP-PV と比較して有利な

位置にあり、将来的に大きなポテンシャルを持っていると考えられる[14]。 
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図 1.3 集光型太陽光発電システム（宮崎大学 14 kW） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4 本研究で使用される CPV モジュールのフレネルレンズ(20 cm × 20 cm) 
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1-1-6 太陽光の種類 

地表で受け取ることができる日射は、太陽から直接入射する直達日射、大気

中の水蒸気などで散乱された日射や雲などによって反射された散乱日射、地表

や建造物などで反射された反射日射に大別される。これらの全ての成分を合わ

せたものを全天日射と呼ぶ[20]。このうち、CPV システムは集光光学系によって

直達日射だけが発電に寄与し、FP-PV は全天日射が発電に寄与する。さらに本

研究では追尾面、傾斜面という記述があり、ここで解説する。 

追尾面は CPV システムなど、太陽光を追尾する装置の最大面積の面であり、

太陽方向の法線方向を表す。傾斜面は非追尾式の一般的な FP-PV において、緯

度により最適な発電をする角度があり、その角度面のことを表す。基本的には

春分、秋分の日の正中(地球上の北半球では南中、南半球では北中)時の太陽方向

の法線方向を表す。 
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1-2 本研究の目的 

1-1 では太陽電池、主に CPV に関する背景を説明した。CPV システムはいま

だ発展途上であり、未解析分野が多く、その日射条件による発電量、砂漠や工

業地帯など設置環境への対策に関する研究が現在盛んに行われている[21-29]。

これから大いに活躍することが予測されるクリーンエネルギーの一つである太

陽光発電、特に大規模太陽光発電を想定して、その設置環境において、太陽電

池の種類による発電適正を明らかにすることは非常に重要である。 

本研究では太陽光から CPV での光電変換における環境から受ける影響および

最適な装置設備に関しての調査を目的として、実験および解析を行った。これ

らの知見を活かすことにより、実環境下において高出力を得ることができる

CPV システムの開発が可能となる。なお、各章ごとの詳しい目的は次節にまと

めた。 
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1-3 本論文の構成 

 本論文は 5 章で構成され、第 1 章では太陽光発電の背景および本研究で使用

する CPV システムについてまとめた。 

太陽から放射される光エネルギーが CPV システムによって電気エネルギーに

変換されるまでの通り道の損失について考える。太陽光エネルギーは太陽から

放射され、宇宙を直進し、地球大気中を通り、CPV システムに到達し、電気エ

ネルギーに変換される。CPV システムで太陽光エネルギーが電気エネルギーに

変換されるまでに、①地球大気中、②CPV システム表面レンズ、③太陽電池セ

ル内部の 3 箇所において、大きくエネルギーを損失する。この 3 箇所に関する

研究を行い、それぞれ第 2 章、第 3 章、第 4 章で論じる。 

第 2 章では①地球大気中において、太陽光が空気中のエアロゾルによって散

乱を起こすため、CPV 表面に到達する時には太陽光エネルギーは大きく減少し

ており、CPV システムを設置する地域、環境が適した場所であるかどうかの指

標作製を目的として、直達日射量および散乱日射の解析を行い、CPV システム

と FP-PV システムの出力比較を行った。 

第 3 章では②CPV システム表面レンズにおける反射、散乱による太陽光エネ

ルギー損失の要因であるレンズ表面汚れについて実験を行った。実験を通して

得られた結果により光触媒コートによる汚れ付着の抑制について論じる。 

第 4 章では③太陽電池セル内部として、太陽電池セルに太陽光が照射された

際に電気エネルギー以外に熱エネルギーとなって、エネルギーの損失が発生す

る。熱の発生は太陽電池セルの変換効率を低下させるため、温度上昇抑制によ

る出力の改善は大きな課題である。CPV は太陽電池の熱をモジュールケースに

熱伝導させ、モジュールケースは熱放射、対流によって放熱している。そのた
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め、熱伝導の点からモジュールケースの厚みによる温度上昇抑制について検討

した。 

第 5 章では第 2 章から第 4 章までの研究結果を総括した。 
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第 2 章 散乱比による 

太陽光発電システムの導入指標 

 

2-1 緒言 

第 1章で記述したように、CPVシステムは直達日射成分のみが発電に寄与し、

散乱光成分は発電に寄与できない。直達日射成分のみが発電に寄与するため、

CPV システムは高精度で太陽に正対するように追尾させる[1, 2]。また、太陽電

池の変換効率は、温度の上昇とともに減少するため[3-6]、CPV モジュールでは

高密度の太陽エネルギーが太陽電池に照射され、集光下で、CPV モジュールの

動作温度を管理することも重要である。さらに、日本において、乾季と雨季に

よる湿度の違い、大陸からの黄砂や空気中のエアロゾルの季節変化[7-12]などに

よる直達日射量への影響があり、晴天日であっても時期によって散乱比が変化

し、CPV システムの発電量に大きな影響を与える。散乱比とエアロゾルの関係

については、エアロゾル測定に透過光の散乱を用いるため、エアロゾルと散乱

比は同義と言える。すなわち、エアロゾルが大きくなれば、散乱比も大きくな

る。 

このように実環境において、発電の効率が変化し得る環境条件が多く存在す

るため、本研究では大気中で散乱を起こした散乱光成分、散乱の比率に主眼を

置き、システムの発電量比較を行う。また、CPVモジュールは現用のFP-PVモジ

ュールに比べ、面積あたり2倍の出力が確認されており、大規模太陽光発電所な

ど新たな応用分野が期待されている[13]。国内では我々のグループのほかに、 

(独)産業技術総合研究所を中心に実環境下でのCPVシステムの実証試験が実施

されている[14]。しかしながら、普及しているFP-PVシステムとの出力比較等、
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詳細な報告例はない。散乱比を交え、システムの発電量比較を行うことは、今

後、日射条件に適した太陽光発電システムを選定する上で必要不可欠な知見を

得ることになる。 

本研究では、CPVシステムと、一般的に最も普及している平板型の非追尾多

結晶シリコン太陽光発電システム(mc-Siシステム)の実環境下における発電量比

較をおこなった。傾斜面全天日射量と太陽光の散乱比を指標として、CPVシス

テムとmc-Siシステムのどちらが多く発電するかを推定するための指針を提案し

た。 
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2-2 実験方法 

2-2-1 太陽光発電システム 

図2.1に集光型太陽電池モジュールの模式図を示す。16 cm × 16 cmのプラスチ

ック製フレネルレンズで太陽光を500倍に集光し、レンズ下に設置された7 mm × 

7 mmの太陽電池に照射することにより、太陽電池の使用面積を大幅に減少させ

ている。太陽電池には、超高効率InGaP/InGaAs/Ge三接合型太陽電池が用いられ

ており、モジュールの面積当たりの定格出力は、今回使用したmc-Siシステムと

比べて1.5倍である。 

本研究で使用したCPVシステムは、図1.3で示した宮崎大学に設置されている

CPVシステム（大同特殊鋼株式会社）である。発電パネルは縦7 m、横10 m (70 m2)、

1 基あたり14 kWの日本最大級の定格出力を有する。太陽光を正面から受けるよ

うに自動でパネルを動かす追尾システムを備えている。 

図2.2に宮崎大学付属図書館屋上に設置されているmc-Siシステムの写真を示

す。mc-Siシステム（定格50 kW）は傾斜角20oで設置されており、モジュール面

積は381 m2である。 

これらの太陽光発電システムは、データ蓄積のためのシステムを備えており、

CPVシステム、mc-Siシステムの屋外における発電量を計測・データ蓄積してい

る。また、様々な気象環境も計測・データ蓄積しており、本研究の解析には、

CPVシステムに設置された直達日射計、法線面全天日射計、および、mc-Siシス

テムに設置された傾斜面全天日射計により1分間隔で計測した各日射量を用い

た。 

  



24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 集光型太陽電池モジュールの模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 多結晶シリコン太陽光発電システム 

(宮崎大学木花キャンパス付属図書館屋上) 
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2-2-2 散乱比の計算方法 

散乱比とは全天日射量中の散乱日射の割合を示す。そのため、散乱比は法線

面全天日射量と直達日射量から式(2.1)を用いて、 

  𝑆 =  
(𝐺− 𝐷)

𝐺
                           (2.1) 

S: 散乱比 (0 < S < 1) 

G: 法線面全天日射量(kWh/m2/day) 

D: 直達日射量(kWh/m2/day) 

と定義される。 

本研究では2010年5月から2011年11月までの実測データを用いて解析した。 

  



26 

 

2-3 結果および考察 

2-3-1 散乱比の変動 

図 2.3 に 2011 年 1 月 1 日（晴天日）における CPV システムおよび mc-Si シス

テムの単位パネル面積あたりの出力と散乱比の一日の動向を示す。一日を通し

て散乱比が低い一日である。mc-Si システムの場合、朝夕では太陽光が斜めから

入射するため、実質の受光面積が小さくなり、発電量は小さくなる。一方、CPV

システムでは、太陽光を追尾しているため、朝夕でも太陽を真正面から受ける

ことができ、発電量は大きくなる。正午において、CPV システムの出力が mc-Si

システムの約 1.5 倍となっているのは、前述したように、CPV システムの太陽

電池部分に超高効率 InGaP/InGaAs/Ge 三接合型太陽電池を用いているためであ

る。 

図 2.4 に 2010 年 5 月から 2011 年 11 月までの晴天日（一日の積算法線面全天

日射量が 7 kWh/m2/day 以上の日）における散乱比のグラフを示す。散乱比は 5

月から 6 月にかけて 0.6 付近まで高くなり、11 月から 12 月にかけて 0.1 付近ま

で低くなる傾向を示している。これは梅雨季には、空気中の水分量が多くなり

散乱比が高くなるためである。黄砂やエアロゾルが季節により変化し散乱比に

大きく影響を与えている[7-12]。そのため、4 月や 5 月の梅雨季以外においても

散乱比が高くなるのは黄砂やエアロゾルが大きく影響していると考えられる。 
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図 2.3 CPV システムおよび mc-Si システムの出力と散乱比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 散乱比の季節変動 
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2-3-2 散乱比による出力と日射量 

散乱比を0.2毎に分けた時の一日の積算直達日射量(kWh/m2/day)とCPVシステ

ムと mc-Si システムの出力比のグラフを図 2.5 に示す。Wcpv (kWh/m2/day)を CPV

システムの単位面積あたりの一日の積算出力量、Wmc (kWh/m2/day)を mc-Si シス

テムの単位面積あたりの一日の積算出力量とし、出力比は Wcpv / Wmc で定義し

た。出力比が 1 を超えると CPV システムの出力のほうが多く、有利であること

を示す。直達日射量と出力比には相関関係がみられ(相関係数：0.86)、直達日射

量の増加に伴い、出力比が大きくなり、CPV システムが有利になる。出力比が

1 となる直達日射量は約 4 kWh/m2/day であり、一日の積算直達日射量がこれ以

上の環境下においては CPV を設置したほうがより多くの出力を得ることができ

る。また、図 2.5 中の◇(散乱比: 0.0-0.2)や□(散乱比: 0.2-0.4)で示すように、散乱

比が小さい時には直達日射量が多い。 

図 2.5 の結果より、太陽光発電システムの設置候補地における直達日射量がわ

かれば、直達日射量と出力比が相関関係を持つことより、CPV システムか、平

板の mc-Si システムかのどちらが有利かを予測することが可能である。しかしな

がら、直達日射量を計測している箇所は、傾斜面全天日射量を計測している箇

所に比べ非常に少なく、指標として用いるためには適応できる場所が限られる。

一方、傾斜面全天日射量は、多くの場所で計測されており、傾斜面日射量を指

標として用いることができれば、その汎用性が広がる。 

図 2.5 と同じように散乱比を 0.2 毎に分けた時の一日の積算傾斜面全天日射量

(kWh/m2/day)と出力比のグラフを図 2.6 に示す。積算傾斜面全天日射量と出力比

には相関関係がみられるが、図 2.5 に示したような積算直達日射量と出力比の相

関関係ほど顕著ではない。これは、同じ全天日射量でも、散乱比が大きく異な

るためであり、例えば、同じ 6 kWh/m2/day のときでも、散乱比は 0 から 0.6 ま
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で広域に存在している。そのため、傾斜面全天日射量を用いて CPV システムと

平板の mc-Si システムのどちらが有利かを知るためには、散乱比も考慮した指標

の検討が必要となる。 
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図 2.5 各散乱比における直達日射量と出力比の関係(相関係数：0.86) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 各散乱比における傾斜面全天日射量と出力比の関係(相関係数：0.56) 
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2-3-3 散乱比によるシステムの優位性の境界条件 

2-3-1 において、散乱比を考慮した指標が必要であると記した。この節では、

散乱比をさらに細かく分け、関係性を出力比によって調査した。 

散乱比をさらに細かく、0.1 毎に分け(散乱比を 0.2-0.3, 0.3-0.4 など)、各散乱比

における積算傾斜面全天日射量と出力比に関する最小二乗近似法による近似直

線を描いた。得られた近似直線から出力比が 1 となる積算傾斜面全天日射量を

求めた。ただし、積算傾斜面全天日射量が 0 kWh/m2/day の時、出力比が 0 に近

づくものとし、近似式の切片は 0 とした。一例として、図 2.7 に散乱比 0.3～0.4

における積算傾斜面全天日射量と出力比を示す。近似直線から出力比が 1 とな

る傾斜面全天日射量は 5.5 kWh/m2/day と見積もることが可能である。 

他の散乱比の範囲においても同様に見積もり、各散乱比範囲における、出力

比 1 となる実環境下で取り得る範囲の積算傾斜面全天日射量を取り出したもの

が導入指標となる。図 2.8 に散乱比と積算傾斜面全天日射量を使用した導入指標

と、例として 5 地域における散乱比と積算傾斜面全天日射量の年間平均値を示

す。導入指標の上部の環境条件においては CPV システムの出力が大きくなり、

下部の環境条件においては mc-Si システムの出力が大きくなる。ここでは例とし

て、実験データを取得し、日本国内において、日射量の高い宮崎、比較的安定

して、年間日射量が高い岐阜、日本海側に位置し、散乱比が高いとされる金沢、

梅雨が到来しないとされる北海道長沼、一日の日射量が最も高い那覇の 5 地点

を用いた。これらの結果より、日射量が高いだけでなく、散乱比が小さい地域

においてのみ CPV システムは有利になる。また、本結果である導入指標を用い

ることにより、設置する地域の散乱比と積算傾斜面全天日射量を測定すれば、

CPV システムか、平板の mc-Si システムかのどちらが有利かを予測することが

可能となる。 
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図 2.7 散乱比 0.3～0.4 における積算傾斜面全天日射量と出力比(相関係数：0.64) 

 

 

図 2.8 散乱比と傾斜面全天日射量を用いた太陽光発電システムの導入指標 

と各地域における年間平均値 
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2-4 結言 

本章ではCPVシステムと、一般的に最も普及しているmc-Siシステムの実環境

下における発電量比較を行い、傾斜面全天日射量と太陽光の散乱比を指標とし

て、CPVシステムとmc-Siシステムのどちらが多い発電出力かを推定するための

指針を提案した。得られた結果を以下にまとめる。 

 

① 直達日射量で発電量比較を行った場合、積算直達日射量が約4 kWh/m2/day

以上の環境下においてはCPVを設置したほうがより多くの出力を得ること

が可能である。 

 

② 傾斜面全天日射量と散乱比による太陽光発電システムの導入指標を作成し

た。本手法を用いることにより、太陽光発電システムの設置候補地の日射

条件から得られる指標が導出でき、CPVシステムとmc-Siシステムのシステ

ム選定が可能となる。 
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第 3 章 レンズ表面の汚れ付着と 

光触媒コートによる砂の付着の抑制 

 

3-1 緒言 

第 2 章において、散乱比を使用した指標では太陽光成分の重要さが確認した。

CPV では直達日射成分だけが発電に寄与する。しかし、直達日射成分が大気中

を通過しても、レンズ表面で反射、散乱しては発電に寄与できない。レンズ表

面で散乱成分になる要因はレンズの汚れ、キズ等によるものであり、特に大き

な散乱になる。また、そのため、太陽電池パネルや集光用レンズの表面汚れに

よる発電特性への影響の研究は、太陽電池を安定して動作させるために必要不

可欠である。 

これまでの汚れの研究で、レンズに付着する汚れ（微粒子の付着、微粒子に

よるレンズの浸食、水滴痕などの凝結物など）やレンズ表面の傷は、レンズ表

面での入射光の反射、散乱、吸収などによって、太陽電池の発電特性に大きく

影響することが報告されてきた[1-5]。図3.1は一部を洗浄したFP-PVを示す[3]。

汚れの原因として、土埃、鳥の糞、花粉などが挙げられるが、設置する環境で

気象条件が異なるため、レンズ汚れの原因や影響の大きさは多様である。 

第 1 章で記述したように、太陽光発電システムには従来の発電システムには

ないメリットが存在する。しかし、太陽光はエネルギー密度が低いため、大容

量の発電を行うためには大面積の発電システムを設置する必要がある。この問

題の解決策として、図 3.2 に示すように砂漠に太陽光発電システムを設置するこ

とが期待されている[6]。 
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世界に広がる砂漠には高い日射量と広大な未利用地がある。例えば、日本の

東京と中国の内モンゴルのゴビ砂漠の年間全天日射量を比較した場合、東京は

1,268 kWh/m2/year であるが、ゴビ砂漠は東京よりも高緯度に位置するにもかか

わらず、1,701 kWh/m2/year と日射量が非常に多い。さらに、赤道付近のサハラ

砂漠を例にとれば、2,685 kWh/m2/yearという東京の約 2倍の日射量が存在する[7]。

理論的には、システム効率 10%の太陽光発電システムをゴビ砂漠へ 50%の面積

率で設置したとすれば、約 367 EJ の発電量を見込むことができ、これは 1997 年

の世界の 1 次エネルギー消費量とほぼ等しいことになる[8, 9]。 

 砂漠への大規模太陽光発電システムの設置が実現すれば、環境を傷つけず、

地球温暖化、エネルギー問題の解決に大きく貢献することは明らかである 

[8-10]。また、発展途上国への大規模太陽光発電システムの設置には多くの雇用

創出が見込め、使用する機材を現地においても生産することから、商工業の発

展等の国の経済発展が期待できる[11, 12]。 

これらの現状を踏まえ、レンズ表面への汚れの抑制手段として、光触媒効果

による防汚層が期待されている。本章では光触媒効果について、暴露試験によ

る実験、および砂漠環境に CPV システムの設置を想定した砂の付着実験を行い

レンズの汚れについて調査した。 
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図 3.1 一部分を洗浄した FP-PV[3] 

図 3.2 15MW 北アメリカ大規模太陽光発電システム[6] 
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3-2 暴露実験による光触媒効果の有効性 

3-2-1 使用した試料および実験方法 

CPVシステムで使用されているレンズには主にPMMA樹脂が用いられている。

本実験では試料として、面積が 4 cm × 4 cm、厚さが 2 mm の平板の PMMA 樹脂

(SUMIPEX-E000, Sumitomo Chemical Co., Ltd.)を使用した。図 3.3 左に通常の

PMMA 樹脂、右に光触媒コーティング(防汚コート)された PMMA 樹脂を示す。

光触媒コートによる外見の変化はない。光触媒コーティングは、道路上のカー

ブミラーなどに使用されており、現在盛んに研究されている[13, 14]。図 3.4 に光

触媒コーティングされた PMMA 基板の模式図を示す。図 3.4 の右側にはそれぞ

れの層の厚さと屈折率を示している。アクリルウレタンキャッピング層は、

PMMA 表面より滲み出すオリゴマーを防止するブロッキング層として機能し、

成分傾斜層との密着性を向上させる。また、この層の厚さ d=2 µm、屈折率 n=1.49

となっている。次に成分傾斜層は無機(SiO2, TiO2)/有機(PMMA)ナノ中間層

(Ube-Nitto Kasei)として、材質を PMMA 成分から TiO2成分、SiO2成分へと成分

比を緩やかに変化させることで屈折率を変化させており、反射率の低減および

PMMA 基板を光触媒層から保護する役割を持っている。この層の厚さと屈折率

は、d=0.1 µm, n=1.49～1.40 となっている。次に最も表面に形成されている光触

媒層は光触媒機能を持つ WO3 (ILUMIO®、Sumitomo Chemical)および部分加水分

解オルトケイ酸テトラエチル(Wako Pure Chemical Industries)により形成されてい

る。光触媒層に太陽光の照射および降雨により光反応性および超親水性を発揮

し、セルフクリーニング機能が発揮される[15]。 

光触媒コーティング無しの試料は図 3.4に示すPMMA基板のみで構成される。

このように光触媒コーティング層を有した PMMA 試料とコーティングなしの

PMMA 試料の 2 種類の試料を用いて暴露実験を行った。 
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図 3.5 に宮崎大学工学部の屋上(地上 8 階建)に南向き、角度 45°で試料を設置

した写真を示す。試料は一週間毎に分光光度計（JASCO : V-570）を用いて透過

率を測定した。以後、光触媒コーティング層を有したPMMA試料をWith Coating、

コーティングなしの PMMA 試料を Without Coating と表記する。 
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図 3.3 左 通常の PMMA 樹脂平板 

右 光触媒コーティングされた PMMA 樹脂平板 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 光触媒コーティング PMMA 基板の模式図 
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図 3.5 宮崎大学工学部の屋上(地上 8 階)屋外暴露実験 
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3-2-2 光触媒コートによる透過率低下の抑制 

図 3.6 に光の波長 500 nm における透過率の変化と暴露日数および降雨量の関

係を示し、図 3.7 に全天日射と直達日射スペクトルを示す。光の波長 500 nm で

は、太陽光日射強度が大きく、最もエネルギー損失が顕著にみられる波長が 500 

nm であったため、図 3.6 では 500 nm を基準に暴露試験の経過を示した。図 3.6

より With coating の透過率が高く、測定開始後 3 月から 8 月までの 6 カ月間は

Without coating、With coating の差は 1-2%程度であり、共に大きく透過率は低下

していない。しかし、10 月以降である、暴露開始 7 カ月目以降では両者の透過

率の低下量に変化がみられ、Without coating の方が大きく低下し、透過率は 5%

程の差がみられた。これは測定開始直後から 6 か月目までは梅雨や夏季による

安定した降雨により、汚れが洗い流され、汚れの付着の影響が大きく表れなか

ったためである。その後、降雨が減少したため、光触媒が効果を発揮し、透過

率に大きな差がみられた。 

これらのことから、光触媒コートによる透過率低下の抑制によって、CPV の

出力低下抑制が十分に期待される。 
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図 3.6 光の波長 500 nm における透過率の変化と暴露日数および降雨量 

 

 

図 3.7 太陽光スペクトル  

全天日射量 

直達日射量 
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3-3 砂漠環境を想定した砂の付着の抑制 

3-3-1 実験装置と砂試料 

 砂漠環境下において、CPV システムのレンズ上への砂の付着を想定し、砂の

自由落下による実験を行うために、図 3.8 に落砂装置写真および落砂試験概略図

に示す装置を用いた。装置上部から砂を落下させ、装置下部に設置したレンズ

表面に落下させ、砂を衝突させた。 

砂(浮遊粒子)は成分、粒径が砂漠の砂に近いものを用いた。砂漠の砂の主な成

分はシリカ(SiO2)であり、その粒径は地表から高さ 3.5 m において図 3.9 に示す

ような 30 ~ 500 μm 程度の分布をもつという報告がある[16]。本実験では粒径 63

～250 μm、成分(SiO2 : 93.6%, Al2O3 : 3.25%, Fe2O3 : 0.35%)の砂(6 号-3 TOYO 

MATELAN Co., Ltd.)を使用した。また、CPV レンズ試料として 3-2-1 で記述した

PMMA 樹脂基板、With coat, Without coat を使用した。 

落砂装置を用いて、砂量を 1 g ずつ落下させ、合計 10 g まで CPV 用の集光レ

ンズ材料である PMMA 樹脂に衝突させ、落砂質量 1 g ずつの砂の付着質量を電

子天秤によって測定し、静電電位計(KSD-2000, Kasuga Electric Works Ltd., Japan)

を使用して試料表面の静電電位を測定した。 

 

  



47 

 

 

 

 

 

 

図 3.8 左 落砂装置写真 

右 落砂試験概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.9  中国ゴビ砂漠(Qinghai-Tibetan Plateau)の砂の粒径分布 [16] 
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3-3-2 砂の付着と静電電位 

 図 3.10 に砂を 1 g ずつ、合計 10 g 落下させた時の付着した砂の質量のグラフ

を示す。With Coating と Without Coating で砂の付着量に差が見られ、With Coating

ではおよそ 0.005 g の付着が確認された。また、Without Coating では With Coating

のおよそ二倍である 0.01 g の砂の付着が確認された。 

 次に、図 3.11 に砂を 1 g ずつ、合計 10 g 落下させた時の静電電位のグラフを

示す。こちらでも質量と同様の差が見られ、With Coating ではおよそ 0.1 kV の静

電電位が測定され、Without Coating では With Coating のおよそ二倍である 0.2 kV

の静電電位が確認された。 

 図 3.10、3.11のどちらのグラフでも合計 2 gの衝突で質量、静電電位が飽和し、

それ以上の砂を衝突させても、質量、静電電位のどちらも大きな変化が見られ

なかった。これらのことから静電電位と砂の付着が密接に関係していることが

考えられる。 

図 3.12 に砂を 1 g ずつ落下させ、合計 10 g 落下させた後のレンズの表面写真

を示す。Without Coating の表面に砂が多く付着している様子が確認できる。一

方、With Coating 上の砂ははるかに少なく、光触媒防汚コートが砂の付着に対し

て、有効性を示している。 

実験結果から、レンズの表面上の静電電位が砂の付着の主な要因であったと

判断し、静電電位は光触媒防汚コートによって抑制することが可能であると考

えた。 

光触媒防汚コートの表面は WO3である。WO3の層は水酸基（-OH）が含まれ

やすく、水酸基は親水性である[17]。そのため WO3 表面には、空気中の水分を

吸湿し、分子レベルの水の薄い層によって、静電電位の発生を妨げる。例とし

て、図 3.13 に同じ光触媒である TiO2の光誘起親水性の原理を示す。酸化チタン
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の禁制帯幅より大きいエネルギーに対応する波長の光を照射すると、電子と正

孔が生成される。これらは、活性酸素種の生成に用いられ、正孔の一部は Ti-O-Ti

結合のブリッジ酸素にトラップされる。その際、Ti-O 結合の結合距離が長くな

り、空気中の水蒸気が解離吸着することで Ti-OH の量が増加し、表面が親水性

になる。WO3 においても同様の反応が起こり、光触媒効果が発揮される。これ

らのことより、静電電位が空気中に排出されることで、砂の付着を抑えていた

ことが考えられる。  



50 

 

 

 

図 3.10 落砂質量と累加付着質量の関係 

 

 

 

図 3.11 落砂試験回数と静電電位の関係 
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図 3.12 落砂試験後の試料写真（各 4 cm × 4 cm） 

左 Without coating 

右 With coating 

 

図 3.13 光誘起親水性原理 

 

  

Without coating With coating 
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3-4 結言 

本章では CPV システムの表面であるレンズ上へ汚れについて実験を行った。

CPV システムのレンズ表面において、汚れの付着は太陽光を散乱、反射させる

ため発電に大きな影響を与える。付着の抑制および砂の付着の原因について得

られた結果を以下にまとめる。 

 

① PMMA 樹脂基板上に WO3による光触媒コートを施し、その効果について検

討した。試料の屋外暴露の結果、透過率の減少量に差が生じ、この差には降

雨の影響があることを明らかにした。降雨量が多い場合には、降雨によって

汚れが洗い流され、透過率に差が生じず、降雨量少ない場合には、光触媒コ

ートが効果を発揮して、透過率に 5%程度の差が生じた。 

 

② 砂漠環境を想定した砂の落砂試験を行った結果、砂の付着の要因は、砂とレ

ンズの摩擦から発生する静電電位であることを突き止めた。また、WO3光触

媒コートは砂の付着を抑制した。WO3 中の水酸基（-OH）が親水性であり、

試料表面に分子レベルの水の層が形成され、静電電位を抑制した。  
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第 4 章 集光モジュールの温度上昇抑制 

 

4-1 緒言 

CPV は、変換効率の向上や省資源、低コストなど期待は大きいが、非集光時

に比べて温度上昇による特性低下の課題が残されている[1-6]。 

CPV は、安価なレンズや鏡などにより太陽光を集光することで高い発電効率

を得られる太陽電池である。小面積の太陽電池で発電するため、高価な太陽電

池を使用し、太陽電池の使用面積を大幅に削減することが可能である。しかし、

CPV は集光された高強度な光が太陽電池に照射されるため、一般的な非集光型

太陽電池に比べ温度上昇が及ぼす影響について、極めて注意が必要となる。モ

ジュールの温度上昇による変換効率の低下は、1°C の温度上昇に対して

0.25-0.3%減少するこが算定されている[7]。 

温度の上昇を抑制する方法として、水冷式の研究[8]や、温度上昇を逆に熱電

変換させる研究なども行われている[9]。本研究で使用しているCPVシステムは、

自然冷却効果を用いている。CPV の構造はアルミ製のモジュールケースで囲ま

れており、太陽電池の熱をモジュールケースに伝導させ、モジュールケースは

熱放射、対流によって放熱している[10, 11]。 

CPV 内の太陽電池セルの温度上昇抑制による変換効率の改善は非常に重要で

ある。そこで、モジュールケースによる放熱として、ケースの厚さを変化させ

た場合の太陽電池セルの温度変化を調査した。 
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4-2 モジュールケースの厚さによる温度上昇抑制 

4-2-1 820 倍 CPV モジュール 

図 4.1に本実験で使用した 820倍CPVモジュール(Daido Steel Co., Ltd.)を示す。

レンズとセルのペアから成り、太陽電池は InGaP/InGaAs/Ge の三接合型太陽電池

を使用している。フレネルレンズのサイズは 200 mm × 200 mm であり、太陽光

を約 820 倍に集光し、7 mm × 7 mm の太陽電池セルに照射される。太陽光はフレ

ネルレンズで焦点をレンズ下の太陽電池に合わせることにより、太陽電池の使

用面積を大幅に減少させている。レンズとセルのペアを 5 × 5個に配列するため、

モジュールの大きさは 1005 mm × 1005 mm × 235 mm H、質量は 19 kg である。

モジュールはアルミニウムケースで覆われており、自然空冷で温度上昇を抑制

する。 

次に図 4.2 にモジュール内部の模式図を示す。セル温度は三接合型太陽電池の

下の測温抵抗体（Pt100）をデータロガー（HIOKI E.E. CORP.: MEMORY 

HILOGGER LR8401）に接続し、温度を測定した。モジュールの発電特性は I-V

カーブトレーサー(MP-160、英弘精機株式会社)を用いて測定した。これらの測

定を 2011 年 11 月 24 日の 14:30-13:00 に行った。 
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図 4.1 820 倍 CPV モジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 CPV モジュール内部 
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4-2-2 モジュールケース厚みによる温度シミュレーション 

CPVモジュール内の太陽電池セルが太陽光から受ける熱量(熱源)Pについての

計算式を以下に示す[12]。 

𝑃 = 𝐷𝑁𝐼 × 𝜂𝑜𝑝 ×  𝐴𝑙𝑒𝑛𝑠 × (1 − 𝜂)           (4.1) 

𝑇cell = 𝑇module + 𝑅th(cell−heat sink) ×  𝑃           (4.2) 

P：熱源(セルの太陽光照射による熱量) 

DNI：直達日射量 

ηop：光学効率 

Alens：レンズ面積 

η：変換効率 

Tcell：太陽電池セル温度 

Tmodule：モジュール温度 

Rth(cell-heat sink)：熱抵抗(セルからアルミケース) 

 

この計算式では、直達日射がレンズで集光され、太陽電池セルにおいて電気

エネルギーに変換されなかったエネルギーが熱に変換されるとし、太陽電池セ

ルを熱源として、太陽電池温度を求めた。太陽電池セルからモジュール裏面ま

での熱抵抗は、アルミケースの厚さ以外の構造物が同一と仮定した場合、アル

ミケースの厚みで変化する。これらを伝熱シミュレーションにより計算すると、

太陽電池セルの温度は図 4.3 のようになる。厚みを増せば、太陽電池温度が減少

し、およそ 4 mm から温度減少が緩やかになり、モジュールの質量増加を考える

と 4 mm が適した厚みであると考えられるため、現在 2 mm 厚であるモジュール

ケースを 4 mm 厚に変化させ、実験を行った。 
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図 4.3 モジュールケース厚みと太陽電池セルの温度 
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4-2-3 温度上昇抑制効果と出力改善 

図 4.4 にモジュールケース厚さが 2 mm と 4 mm のモジュール内太陽電池温度

を示す。図 4.4(左)より 2 mm ケース内のモジュール中央の太陽電池は 70.1°C で

最高温度になった。モジュール端との温度差が 15°C あり、モジュール内の標準

偏差は 2.82 となり、温度分布に大きな差が確認できた。また、2 mm ケースの平

均温度は 66.3°C であった。次に、図 4.4(右)より 4 mm ケースでは最高温度が

56.3°C であり、2 mm ケースに比べると 13.8°C 温度を減少させた。また、平均

温度は 54.6°C であり、2 mm ケースと比較すると、11.7°C 減少させた。4 mm ケ

ースではモジュール内の標準偏差が 1.95 であり、2 mm ケースに比べ、温度分布

の均一性が大幅に改善された。 

 図 4.5 にケース厚さが 2 mm と 4 mm のモジュールの変換効率を示す。変換効

率の温度係数は-0.05%/K と報告されており[13]、平均値の差が 11.7°C のため

0.59%の変換効率の改善が見込まれるが、図 4.5の変換効率の差は 1.5%であった。

これは、温度上昇による CPV ケースのゆがみが生じているためであると考えら

れる。CPV モジュールの出力特性の低下は、CPV ケースのゆがみによる光学系

と太陽電池間の焦点のずれが原因である[14]。そのためケースの厚さを増すこと

は、温度上昇の抑制に加え、モジュールゆがみを防ぎ、出力特性の改善が期待

される。 
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図 4.4 モジュールケース厚さ(左)2 mm と(右)4 mm の太陽電池温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 モジュールの変換効率の比較 

 

 

  



63 

 

4-3 結言 

 本章では CPV 内の太陽電池の温度上昇抑制について、モジュールケースの厚

さを変化させ、検討を行った。得られた結果を以下にまとめる。 

 

① 伝熱シミュレーションによって計算すると、厚みを増せば、太陽電池温度が

減少し、およそ 4 mm から温度減少が緩やかになったため、モジュールの質

量増加と温度減少量を考え、2 mm と 4 mm のモジュールケース厚みによる実

験を行った。 

 

② ケースの厚さを 2 mm から 4 mm に増すことで、最高温度を 13.8℃、平均温

度を 11.7℃減少させた。また、モジュール内の標準偏差を 2.82 から 1.95 へ

と抑制し、モジュール内温度分布の均一性が大幅に改善された。 

 

③ 温度上昇抑制の結果から、CPV モジュールは変換効率を 1.5%改善した。こ

の結果はこれまで報告されてきた変換効率の温度係数による計算値よりも、

変換効率が改善されており、これは温度上昇を抑制することで、モジュール

ゆがみを防ぎ、光学系と太陽電池間の焦点のずれを抑えたためと考えられる。 
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第 5 章 結論 

 

本研究では、太陽光が太陽から CPV での光電変換に達するまでのエネルギー

損失、最適な設置環境の指標を目的として、実験および解析を行った。 

第2章において、CPVシステムと、一般的に最も普及している平板型のmc-Si

システムの実環境下における発電量比較を行い、傾斜面全天日射量と太陽光の

散乱比を指標として、CPVシステムとFP-PVシステムのどちらが多くの出力を得

ることが可能であるかを予測する指針を提案した。太陽光発電システムの設置

候補地の日射条件から得られる指標が導出でき、CPVシステムとmc-Siシステム

のシステム選定が可能となった。 

第 3 章では、CPV システムのレンズ表面上への砂の付着の抑制方法および砂

の付着の原因について検討した。落砂試験を行い、砂の付着質量と静電電位が

比例しているため、砂の付着の要因は砂とレンズの摩擦から発生する静電電位

であることが分かった。また、有機物質の防汚コートとして使用される WO3光

触媒は静電電位および砂の付着を抑制した。これは WO3 中の水酸基（-OH）が

親水性であり、試料表面に水分が吸湿しやすくなり、導電率を変化させ、静電

電位を抑制した。そのため、有機物質の防汚コートとして使用されていた WO3

は同時に無機物質の付着を抑制する働きがあることを確認した。 

第 4 章では、CPV 内の太陽電池の温度上昇抑制について、モジュールケース

の厚さによる温度上昇抑制効果を検討した。モジュールケースの厚さを増すこ

とは温度上昇の抑制に加え、モジュールゆがみを防ぎ、出力特性を改善できる

ことを明らかにした。 
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